
（新体系への移行の促進）  

0 新体系への移行は、20年4月現在（1年半経過）で28．2％となっておりも引き続き、移行を促進するこ   
とが必要。  

（入所授産施設の新体系への移行について）   

0 新体系においては、なるべく地域で生活し、働くことを促進していく等の観点から、障害者支援施設につ  
いては、日中活動として就労継続支援事業を併せて行うことができないこととなっている。   

0 これについて、入所授産施設が新体系（障害者支援施設）へ移行した場合、現に入所していた者にっ  
いては平成24年3月末までは施設入所支援と就労継続支援の組み合わせて利用する≡とが可能とされ  

ているが、その後は認められなくなる。  
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2．障害程度区分  

迫各冬蝉  

∈蚕室∋…一…  

できる障害程度区分の開発についでの考え方  より－   

‡障害程度区分の概要   

給付に係るサービスの必要度（必要時悶  

必要度 低い  

必要度 高い  

．I ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ － ＿ 一■ ■－ － ■－ － ● －．．．■ ■－ － － － ■ ● ■ ■ － － ■■ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ － ● ■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■■ ■ ■ ■ ■ ●■■ ■ ■ ■ ■ － ■ ■● ■ ■－ W ■■ ●．－ ■● － ■ ●■ ■ ■－■ 一．－－ ■■－ ■■  
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（続き）  

Ⅱ 支給決定の流れ  

○ 市町村は、障害程度区分、障害者を取り巻く環境、サービス利用意向等を勘案して支給決定を行う。  

Ⅲ 障害程度区分の使われ方  

○ 障害程度区分は、上記Ⅱの個々のサービスの支給決定に用いるほか、以下の3通りの使われ方をしてい  

る。  
（1）入所サービス等の対象者の範囲  

（2）報酬単価の多寡  

（3）訪問系サービスに係る市町村に対する国庫負担基準額  

18   
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（続き）  

Ⅳ 障害程度区分認定状況調査における障害程度区分の分布状況（全国デ鵬タ）  

：○全国の平成18年10月から平成19年9月までの1年間の障害程度区分判定（ニ次判定）結果として市町  
村から報告された、12．4万件について、デ零タをとりまとめたもの。  

全体  

身体  

知的  

精神  

（※）「ニ次判定上位区分変更率」とは、一次判定（コンピュータ判定）の結果と二次判定（市町村審査会）の結果を比較した  

ときに、ニ次判定結果の万が一次判定結果よりも高く判定された者の全体に対する割合をさす。  
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○ 障害程度区分の見直しスケジュール（現時点のもの）  

20  

1   



l‾’‾‾’‾‾‾、‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾I‾‾●‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾“‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾■一‥ん－■‾‾ト  

1  

1  

暮  
l  

l  

：（参考1）（課是割こ関するこれまでの厚生労働省の取組み）  

1  

1  

1  

1  

－  

t  

l  

l  

○ 障害程度区分勉強会   

障害特性をより踏まえた障害程度区分のあり方について、各障害種別団体と意見交換を行うことを目的に障害保健   
福祉部長の私的勉強会として開催。平成19年2月から6月まで計5回開催し、22団体及び3市の意見を聴取。  
○ 障害者支援実態調査実施に向けた取り組み   

障害程度区分の見直しに係る実態調査について、関係団体と調整中。  
○ 市町村が行う障害程度区分認定事務の支援   

調査マニュアル、国に寄せられた疑義解釈、二次判定変更事例の提供や研修の実施。  
l  

l  

t（参考2）（「障害者自立支援法の抜本的見直し」与党PT報告書（抄） 1 1  

0 障害程度区分認定の見直しについては、早急に実態調査に着手するとともに、知的障害、精神障害を始め各々♂邦章  
害特性を反映した調査項目と判定基準となるよう、大幅な見直し。  

l  

l  

：（参考3）（課題に関する主な意見）  

○ 知的障害者、精神障害者等の障害特性を反映した障害程度区分となるよう、認定基準を大幅に見直すこと。  
0 知的障害者や精神障害者の障害程度区分が一次判定にて低く出る傾向にあり、結果、ニ次判定への依存度が高く  
なっている。公平で客観的な仕組みとするため、認定調査項目を含めて一次判定の根本的改善を行うこと。  
○審査会委員の理解が不十分で、ニ次判定にばらつきが多い。参考事例集の作成など、全国の好事例を情報提供して：                                                                                                                                                                   l   
ほしい。  

○ 認定調査等では、正確に障害者の状況等を調査することが必要であり、障害特性の理解が重要。  
l  

l  

1  

】  
l  － ■－ ■ ■▲■■ ■】－ － － ■ ■ ■ ■ ■ －■ ■－ － －■ ■一 一 － － － － － － － － － － － － －－ －－ － ■－－ － － － － － － － － － － － － 一 一 － － － － － － － － － － － － ■■－＋几－－ － － ■－ ■・－ －■－－ ■－ － ■－ －・－■ ■－ 一 － － － － － ■一 一－■＋■r－・ウ1－－ － ■－ －■ ■一 一 一■ ■、■■ ■ ●】■一l▲ ■■ ■－ ■■ ●■  
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【論点（案）】  

（障害特性を反映した障害程度区分への見直し）  

1．サービスの勾平な利用や市町村間のバラツキの是正のために、引き続き、客   

観的尺度としての障害程度区分が必要ではないか。  

2．ただし、現行の障害程度区分は、知的障害、精神障害を始め各々の障害特性  
を反映したものに見直す必要がある。   
その際、新たな障害程度区分の開発に相応の時間を要することからもこ実際に  
行われているケアの実態に関する調査を早急に実施すべきではないか。  

（市町村審査会及び認定調査について）  

3．ニ次判定の平準化や認定調査に資するよう、障害特性の理解の向上等を目   
的とした研修や判定事例の提供等を引き続き実施すべきではないか。  
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によるサービス  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾【‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾－‾－■‾■ 「  

l  

l  

t  

0 障害者自立支援法においては、介護の必要度に応じて必要な支援を行うという観点から、障害程度区  
分により、次のとおりサービス利用者の範囲を定めている。   

日生活介護（障害程度区分3以上（50歳以上は2以上））   

q重度障害者等包括支援（障害程度区分6のみ）（※）   

旨重度訪問介護（障害程度区分4以上）（※）   

■行動援護（障害程度区分3以上）（※）   

胃ケアホーム（障害程度区分2以上）   

（※）は、障害程度区分に加えて認定調査項目等の結果による制限がある。（例：行動援護 障害程度区分の認定調査   

項目の内、行動関連項目等の合計点数が8点以上の者）   

0また、新体系におlナる障害者支援施設については、介護が必要な重度の者に対しで支援を行うという  

観点から、障害程度区分4（50歳以上は3）以上の場合に入所できることとなっている。  

0 この施設入所者の要件について、平成18年10月以前より旧法に基づく施設に入所しでいる者につい  
ては、当該施設が新体系に移行した場合、障害程度区分が利用要件を満たさない場合であっても、平成  
24年3月末までは入所可能とされている。  

ー．、＿＿．，．＿＿Ⅳ＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿．‥＿＿＿．．．＿＿＿．＿岬＿＿岬¶…．．、‥、．，、八、．．．．＿＿ ＿＿＿．嶋 州1  
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E論点（案）】  

（障害者支援施設の入所の要件）   

現に施設に入所している看であって、新体系の施設の入所の要件（障害程  
度区分）を満たさない者について、地域移行を進めつつ、経過措置期間が終  
わる平成24年4月以降について、どのような対応が考えられるか。   
また、新体系の施設への入所の要件について、障害者の地域での自立し  
た生活を支援するという障害者自立支援法の趣旨を踏まえつつ、どのように  
考えるか。  
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鯛簸る国庫負担基準  

現状①  
鵬＝和  一「  

l  

事  

t  

l  

E   

10 
1  

E  

l  

l  

…、．．）  
l  

l  

！  

t  

l  

：0  
曹  

l  

瞥  

l  

：◎  

l  

l  

－  

ヨ  

1  

1  

書  

l  

蓼  

l  

自  

1  

1  

！  

口  

I  

t  

l  

d  

1  

8  

錮   

訪問系サービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援）の費用負担にあたっては、  
市町村に対する国庫負担の精算基準（国庫負担基準）を設定している。  

国庫負担基準は、障害者自立支援法において、国の糞用負担を「義務化」することで財源の裏付けを強化し  

た桝方、国費を公平に配分し、市町村間のサービスのばらつきをなくし、サ皿ビス水準の底土げを図るために、  
市町村に対する国庫負担の上限（精算基準）を定めたもの。  

国庫負担基準は、障害程度区分ごとに設定しており、その際、重度の障害者については高い基準額を設定す  

るなどの配慮を行っている。   

≡れは、障害者1人1人の支給上限額ではなく、市町村に対する国庫負担の上限であり、同じ市町村の申で  
サ間ビス利用が少ない方から多い方に回すことが可能という柔軟な仕組みとしている。  

※1月当たりの単位  （1）居宅介護対象者  

2．290単位  2，910単位  4，310単位  8，110単位  12，940単位  18，680単位  7．280単位  

（2）行動援護対象者  

区分3   区分4   区分5   区分6   

10，780単位  14，580単位  19．410単位  25，150単位   13．750単位  

（3）重度訪問介護対象者  これらの単位に人数を  

乗じたものの合計がそ  

の市町村の国庫負担  

基準額となる  

区分4   区分5   区分6   

19，020単位  23，850単位  29．590単位   

（4）重度障害者等包括支援対象者  

45．500単位  
L．＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿ ＿＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿．＿ ＿＿ ＿＿＿＿＿＿ ＿＿ ＿＿＿＿＿ ＿＿ ＿ ＿＿ ＿＿ ＿＿ ＿．＿＿＿ ＿ ＿．＿＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿－．＿．＿＿ ＿＿，＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿＿＿1  
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現状②  

0 国庫負担基準額については、支援責制度における国庫補助基準額を踏まえ、全国の9割程度の市町村の支給  
実績をカバーできるように設定している。（平成18年10月より）  

：○また、   
①制度施行時点において、国庫負担基準を超える給付水準の自治体については、従前の補助実績に基づき、   
国庫負担を行う   

②すべての訪問系サービスに係る障害程度区分の基準額を合算して適用する（国庫負担基準の区分間合算）   

③都道府県地域生活支援事業により、重度の障害者の割合が著しく高いために国庫負担基準を超過する小   
規模自治体等を対象に、一定の財政支援を行うことを可能とする  
といった措置を設けている。  

全国の自治体の約9割をカバ・・・・・・  

■ ■ ●■ ■■ － －■ － ■ － － － － ■■－ － － － ■－ － － ■－ － － － － － － － － － － － － － － －－ － － － － － － 一 一 － － －一■－ －－ － － － － －－ －－－▲ －－ － －－ － － － －■一 －－ － 一一 ▼－ ■I ■ ■ ■■■ －  
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‡…＝垂至∃  

0・平成19年度の市町村実績をみた場合、一人当たりの平均支給月額は6．9万円となっている。これは、平成  
16年10月の6．3万円を上回っており、市町村の支給水準の引き上げが図られてきている。  

※市町村実績H16年は、H16年10月の実績による。（移動支援を除く）  

※市町村実績H19年は、H19年度の実績による。  
仙人当たりの支給水準  

l■ ■ l■ ■ ■ ■■ － － ■■■ － － － ■ ■ － ■ ■■ ■ ■－ － 1111●■ － － ■■ － － ■■ ■ ■ － ■■■ ■ ■ ■ ■ ■■ ■ ■■■ ■ ■■ 一 ■ ■■ ■ ■■ ■■ 一   I   ■ ■ － ■ ■ ■■llll■ － ■ － － ■ ■ ■ ■ ■ － ■■■ ●：－  － ■ ”  ■■ ■■■ ■  ■ ●■  ■■■  
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【論点（案）】  

（国庫負担基準について）   

自治体の一人当たりの支給水準のばらつきを解消するためには、国庫負担  
基準の継続が必要ではないか。その際、国庫負担基準が個々の利用者に対  
する支給量の上限とならないよう制度の趣旨を徹底するとともに、国庫負担基  
準の区分間合算について継続するべきではないか。さらに、利用実績等を踏  
まえて、国庫負担基準の額を見直していくべきではないか。  
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3．地域生活支援事業  
班地域生活  

一重藍－－－  

の対象事業（自立支援給付との関係整理  

○ 障害者自立支援法において、サービス体系を自立支援給付（「介護給付」及び「訓練等給  

付」）と地域生活支援事業に再編成。  
0 地域生活支援事業は各地方自治体が地域の特性や利用者の状況に応じて、サ州ビス形   
態や利用方法等を柔軟に設定。  

■自立支援給付  
q国がq定のサnビス内容等を設定した上で、  －ビス  を提供することを基本  

由一定の要件を満たすとして都道府県知事の指定を受けた事業所・施設からサ…ビスを受けた障害者個人に   

給付  

閉サービス提供にあたり、原則とtて定率の利用者負担（※）を求める   

※所得に応じたきめ細かな軽減措置あり  

中国の義務的経費と位置づけ  

甲地域生活支援事業  
ることを  各地方自治体  

基本  

鵬利用者負担 は、負担を求めるか否かを含めて各自治体が判断  

再国の裁量的経費と位置づけ   

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿櫨＿＿＿＿＿＿＿＿＿【＿職J  
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